








































































































































































































































































２．１ 利益管理（profit management） 
２．２ マネジメント・コントロール 
３．利益管理と報告利益の管理 
























































































































































































































① 税効果会計の適用により、適用しなかった場合に比べて、当期純利益が総額で 3 兆 8
千 8 百 19 億円増加し、1 社当たり平均で 20 億円増加した。 
② 適用の初年度に連結剰余金を増加させた過年度税効果調整額は、平均で 29 億 6 千 7 百
万円に達した。税効果会計の適用に伴う準備金や引当金などの取崩しがない場合には、
当期純利益の増減額に過年度税効果調整額の増減額を加えた値が連結剰余金期末残高






























































































る企業の中央値も 788 百万円と前年比で約 55.7%に減少している。それに対して、投資有
価証券を計上していない企業は 25 社への減少にとどまり、計上している企業の中央値は













第１に、EDINET を利用して 2004 年 6 月末日までに提出された有価証券報告書を調査
し、2004 年 3 月期決算企業のうちで減損会計を早々期（義務付けられる２期前）に適用し
た企業は、少なくとも 170 社に上っていたことを明らかにしている。また、2004 年 4 月 1
日以降開始する事業年度から早期適用する場合には、中間財務諸表および中間連結財務諸
表についても会計基準を適用する必要があり、少なくとも 402 社が 2004 年 9 月の中間決算
において早期に適用していることを掴んでいる。 




























②早期適用企業群：2005 年 3 月 31 日から 2006 年 3 月 30 日までの決算で適用した企業 345
社（以下、早期群と略記する。） 
③強制期適用企業群：2006 年 3 月 31 日から 2007 年 3 月 30 日までの決算で適用した企業
1,555 社（以下、強制期群と略記する。） 
 第１に、強制期を待たずに適用した企業の割合が 30％を超える業種を調べたところ、電
力、石油、鉄道･バスおよびガスといった公益性の高い業種に属する企業が任意適用してい
ることが分かった。しかし、３つの適用時期の区分に対象企業全社を加えた４つのグルー
プについて、各業種に属する企業数の相関分析を行ったところ、適用時期の違いによる業
種の偏りが有意に存在するとはいえないことも明らかにしている。 
 第２に、早々期群と早期群は強制期群よりも規模の点で有意に大きいといえるが、早々
期群と早期群との間には、有意水準を 10％に緩めたとしても、統計的に有意な差があると
はいえないことを示している。 
第３に、企業の業績と財務体質を表す財務指標として、（1）使用総資本営業利益率、（2）
使用総資本経常利益率、（3）使用総資本利益率、（4）株主資本営業利益率、（5）株主資本
経常利益率、（6）株主資本利益率、（7）売上高総利益率、（8）売上高営業利益率、（9）売
上高経常利益率、（10）売上高利益率、（11）使用総資本回転率、（12）固定資産回転率、（13）
有形固定資産回転率、（14）流動資産回転日数、（15）棚卸資産回転日数、（16）当座比率、
（17）流動比率、（18）固定比率、（19）固定長期適合比率、（20）株主資本比率、（21）負
債比率、（22）インタレストカバレッジ（倍）、の 22 指標を３群すべての企業について計算
し、統計手法による比較分析を行っている。 
 第４に、早々期から強制期にいたる２期間の間で３つの企業群がどれほど財務指標を改
善したかを観測した以下の結果から、会計政策と企業業績との関連性を解き明かす手がか
りを示している。 
① 収益性を表す多くの指標で、早々期および早期に適用した企業群が２期間に改善を進
めることに成功している。しかし、安定性をあらわす固定比率、負債比率そして株主
資本比率の指標については、強制期群が改善度で有意に高くなっている。これらの指
標では、早々期ならびに強制期の各期において、おおむね同じく強制期群の優位性が
示されており、改善度についても同様に有意な差を示している。 
② 強制期を待って適用した企業群に比して、早々期群は株主資本営業利益率および株主
資本経常利益率で、早期群は株主資本利益率で、それぞれ優位な改善度を達成してい
る。 
③ 早々期群が早期群に優る改善を示した指標は、固定資産回転率、使用総資本利益率、
株主資本比率および使用総資本回転率である。そのうちの使用総資本利益率について
は、早期群が強制期群よりも優位に立ちながら、早々期群は早期群を上回る改善度を
達成している。 
 本論文の結章において、各章の考察から導かれた結論および実証分析の結果をまとめる
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とともに、本研究が残した将来の課題を論述している。とりわけ、会計政策に係わる企業
の適応的行動選択が企業業績の改善に結びついていることを実証的に明らかにしたことの
意義を強調し、本研究によって拓かれた新たな研究領域への来援討究を訴えている。 
 
